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2/13（金）、公明党鈴鹿市議団として「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかな

える施策に関する要望書」を、末松市長に手渡しました。 

 

 

 

 

 

 

若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる施策に関する要望書  

 

 昨年 12 月 27 日、政府は、日本の人口の現状と将来の姿を示し、今後目指すべき将来の方向を

提示する「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及びこれを実現するため、今後５か年の目標や

施策の基本的な方向、具体的な施策を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を取りまとめ、

閣議決定致しました。 

その中では、「しごと」と「ひと」の好循環を実現するための 4 つの目標が掲げられております。 

その目標の一つが、「若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」ことであります。 

今後、地方が自ら考え、責任をもって戦略を推進する観点から、地域の特性を踏まえた「地方人

口ビジョン」と「地方版総合戦略」を鈴鹿市においても策定していくことになります。 

そうした地方の取り組みに対して国が行う「情報支援」、「人的支援」、「財政的支援」を活用しつ

つ、鈴鹿市独自の取り組みも含めて、切れ目のない支援を行う、若い世代の結婚・出産・子育ての



希望をかなえる施策を推進することを求めます。 

 

 以上のことを踏まえ、下記の事項を要望致します。 

 

記 

  

1. 結婚・妊娠・出産・子育てについて、地域少子化対策強化交付金など国の予算を有効的に活用するこ

と。 

2. 少子化対策及び、地域経済活性化のため、地方創生交付金による多子世帯向け特典や、子育て応援券 

を含めてプレミアム付き商品券発行を検討すること。 

3. 妊娠期から出生後３歳までの子どもを持つ家庭などを対象に、子育てに関する情報をメールマガジン

として配信するサービスを検討すること。 

4. 結婚・出産・育児を総合的に支援する相談窓口の開設を、検討すること。 

5. 一般不妊治療費、特定不妊治療費、不育症治療費への助成を拡充すること。 

6. 子ども医療費助成を通院中学校卒業まで拡充するとともに、窓口での一時払いが不要となる現物給付

制度の導入を進めること。 

7. 放課後児童クラブでの待機児童を発生させないよう、計画的に拡充を進めること。 

8. 医師による５歳児検診の導入を進めること。 

 

                                   以上 

 


